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港湾部をカーボンニュートラルポート(CNP)と位置づけ，次世代エネルギーの利活用を含め種々の取り

組みが開始されている．その第一段階として，港湾部各所の CO2 排出量の算出が求められているが，土木

工事を対象としたその算定例は限られている．そこで今回は，港の運営に大きく関わる浚渫作業に着目し,
工事作業に伴う CO2 排出量を明確にすることを目的とする．本研究で対象とする港湾は名古屋港とし，浚

渫作業の過去 4 年分の作業概要を入手し，使用したグラブ浚渫作業船から排出された CO2量を算出した．

浚渫作業船による年平均 CO2 排出量は 706 (tCO2)，各工事の平均 CO2 排出量は 202 (tCO2)となった．この

各工事の CO2排出量は，グラブ容量よりも稼働日数や隻数が影響を及ぼしていることも明らかになった． 
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1. 研究背景および目的 
 

2020年に経済産業省および関係省庁は，「2050年カー
ボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定した．

その中に，我が国のCO2排出量の約6割が港湾・臨海部
である点や，水素等の次世代エネルギー輸入拠点の位置

付けから，カーボンニュートラルポート（以下CNP）の
形成が重要視されている1)．そこで，全国の7港湾にて
CNP検討会が設立されるとともに，それに合わせて国土
交通省では，「CNPの形成に向けた検討会」を開催し，
CNP形成に向けた施策の方向性を示すとともに，「CNP
形成計画」策定マニュアルを作成した2)．この中では，

水素等サプライチェーン拠点としての受け入れ環境の整

備と，港湾地域の面的・効率的な脱炭素化の2点をCNP
を目指す姿として提示している．後者について，港湾部

は大量の物流を受入，留置，差配する拠点であることか

ら，その物流関連の脱炭素化が注目されている．合わせ

て，港湾産業との連携，ブルーカーボン生態系の再生や

保全，港湾工事の脱炭素化について言及している． 

日本ではエネルギー資源や穀物などの食料資源は海外

から航路によって輸入されるため，その拠点となる港湾

の維持・管理は欠かすことはできない．港湾工事は大き

く分けて，港湾整備と海岸整備に分けることができ，港

湾整備は港施設の維持・管理や新設，海岸整備は防災や

環境保全などである．このうち，船舶の航路や泊地の十

分な水深を維持する浚渫工は港湾整備と位置付けられて

いる． 
国土交通省では，2021年に港湾工事におけるCO2排出

量の削減に向けてワーキンググループを設置し，港湾工

事の実態を踏まえた排出量の算定方法の検討をおこなっ

ている．そのワーキンググループでは，CO2排出量の可
視化を目的として，2022年に「港湾工事における二酸化
炭素排出量算定ガイドライン（発注段階編）」を作成し

た3)．その中では，工事発注段階における，数量が明確

な材料や建設機械・作業船の稼働を主な算定対象として

いる．機械稼働に伴う燃料の燃焼によるCO2排出量は，
「燃料単位量の燃焼に伴うCO2排出量原単位と工事積算
に基づく燃料消費量を掛け合わせることにより求める」
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としている．土木工事全般に関わるCO2排出量の算定に
ついては，米倉ら（2005）4)が，用いる資材の製造・輸

送過程及び施工時に排出するCO2量を工事金額より算定
するシステムを提案している．CO2排出量を工事費から
可視化できる点においては，工事全体の排出量を簡易的

に求められる点においては有効であるが，実工事との比

較が不十分な点に検討の余地がある．港湾土木工事にお

いては，前川ら（2011）5)，林ら（2013）6)が航路浚渫及

びケーソン式係船岸を対象にCO2排出量を試算している．
ここでは，資材の製造過程におけるCO2排出量の算出や，
機械減耗及び燃料燃焼に伴う稼働から建設機械のCO2排
出量の計算をしているが，機械稼働に伴う排出量の検討

は不明瞭な点がある． 
このように，これまで港湾部の土木工事におけるCO2
排出量の算定は実施されてきたものの，工事実態を反映

した方法での算出結果の提示は不十分であった．そのた

め，本研究では，「港湾工事における二酸化炭素排出量

算定ガイドライン（発注段階編）」を参考にしながら，

工事実態データを用いて，名古屋港における4年間の浚
渫工事におけるCO2排出量の算出を行うこととする． 

 
 

2. 研究方法 
 
(1) 対象地 

本研究では名古屋港を対象として研究を行うこととす

る．名古屋港は，中部圏が自動車産業などのものづくり

産業の集積地であることを背景に，我が国における取扱

貨物量が最も多い港である．その名古屋港では，港の関

係者が連携し，2021年の早い段階から CNP検討会を設
置し，検討を行ってきた経緯がある 7)． 
 
 

(2) 対象港湾工事 

港湾における浚渫作業手順は，海底の土砂を採取す

る浚渫工，採取した土砂を運搬する土捨工，そして最後

に土砂を埋め立てなどに利用する埋立工にわけることが

できる．今回の対象は浚渫工とし，その主な工事法であ

るポンプ浚渫とグラブ浚渫の 2種類のうち，グラブ浚渫
を対象とする．林（2011）8)の研究では，浚渫工として

グラブ浚渫工，揚土土捨工，土運船運搬工，排砂管設備

工，安全対策工を対象としてCO2排出量の計算を行って
おり，グラブ浚渫工と揚土土捨工が共に全体の 4割程度
を占めていることから，グラブ浚渫工が一連の浚渫工の

CO2排出量に占める割合は大きいといえる． 
 
(3) CO2排出量算定方法 

国土交通省中部地方整備局より平成29年度から令和2
年度までの港湾浚渫作業工事実績概要を取得した（表-

1）．この工事実績には，工事場所，工期，浚渫土量，

 

表-2 各浚渫工事の標準使用燃料および工期内使用燃料． 

 

表-1 平成29年度から令和2年度における各浚渫工事の工事概要． 

 

標準使用燃料 工期内使用

(L/日) 燃料(L)
1 平成29年度 1967 72779

2 平成29年度 3327 83175

3 平成30年度 2873 43101

4 平成30年度 1967 55076

5 令和元年度 2420 62923

2692 102296

1605 60990

2692 75376

2873 80455

8 令和2年度 2601 36420

9 令和2年度 3055 137471

2692 86144

1605 51360

11 令和2年度 2692 94220

工事年度

6 令和元年度

10 令和2年度

7 令和2年度

浚渫 グラブ浚渫船 浚渫船 稼働

土量(m3） バケット容量（m3級） 隻数 日数

1 平成29年度 泊地外 平成29年12月から平成30年3月 92203 15 1 37

2 平成29年度 泊地 平成30年3月から平成30年7月 53308 30 1 25

3 平成30年度 泊地 平成30年6月から平成30年10月 84543 25 1 15

4 平成30年度 泊地 平成30年12月から平成31年3月 69155 15 1 28

5 令和元年度 泊地外 令和元年7月から令和元年10月 29613 20 1 26

23 1 38

12 1 38

23 1 28

25 1 28

8 令和2年度 泊地外 令和2年7月から令和2年10月 38787 22 1 14

9 令和2年度 泊地外 令和2年11月から令和3年3月 58054 27 1 45

23 1 32

12 1 32

11 令和2年度 泊地外 令和3年3月から令和3年9月 152866 23 1 35

工事場所

泊地外

泊地外

泊地外

工事年度 工期

6 令和元年度 令和2年1月から令和2年5月 59253

7 令和2年度 令和2年3月から令和2年7月 52747

10 令和2年度 令和2年12月から令和3年3月 42230

- 68 -



 

 3 

グラブ浚渫船の規格，浚渫船名および浚渫船隻数，稼働

日数が記されている． 
グラブ浚渫船の一日の使用燃料については，国土交

通省港湾局が発行している港湾請負工事積算基準より，

グラブ浚渫船（普通地盤用）運転一日あたりの数量より

算出した（表-2）．ただし，この基準で示されていない

数量は内挿した． 
CO2排出量の算出はまず，工期内における燃料使用量
を稼働日数と一日あたりの標準使用燃料より計算する

（表-2）．次に，環境省が提示している温室効果ガス排

出量・算定・公表・報告制度の中のA重油排出係数2.71 
(tCO2/KL)より，その値と工期内の燃料使用量を乗じるこ
とで工期内のCO2排出量を算出する．年間CO2排出量は，
工事名の年度表記をもとに計算した． 

 
 
3. 結果および考察 

 

グラブ浚渫船の稼働に伴う燃料からのCO2排出量を工
事毎に算出した結果，年間の排出量については工事数が

多かった令和2年度が最も大きくなった（表-3，図-1）．

そのCO2排出量は1年間で1,522 (tCO2)となり，名古屋港に
おける港湾の物流を支える荷役機械や照明など物流を支

える2019年あるいは2020年の活動から求めた年間値7)の

1.0%であることがわかる． 
前川ら（2011）5)，林ら（2013）6)は港湾浚渫土量

49,310 (m3)，浚渫期間20日の工事において，浚渫船の船
団構成や作業時間等を変更しながら機械減耗と機械稼働

による浚渫工のCO2排出量を算定した．この計算からグ
ラブ浚渫工は400から500 (tCO2)程度であり，このうち機
械稼働による排出量が40 %程度であるため，160から200 
(tCO2)が燃料燃焼によるCO2排出量と推測できる．本手
法により推定したCO2排出量は，一工事あたり平均202 
(tCO2)，最低99 (tCO2)，最大373 (tCO2)であるため，同程度
の値が推定できていることになる．工事6と工事9のよう
に，浚渫する土量がほぼ同じであっても，工事で用いる

隻数を増やすことで，稼働日数は少なくなるが工事全体

の排出CO2量は増加することがある．一方，工事2と工
事7，工事8と工事10のように，ほぼ同量の浚渫作業にお
いて，隻数が増えても稼働日数は低下しない工事もあっ

た．その際には，隻数を多くした工事の方が3倍以上の
排出量である工事もあり，工事場所や天候などもCO2排
出量に大きく作用していることも推測される． 

 

表-3 各浚渫工事の機械稼働による工事 
および年度CO2排出量． 

 
 

 
図-1 浚渫工の機械稼働によるCO2排出量． 

 

図-2 グラブ浚渫船のバケット容量と船稼働日数との関係 
図内の球の大きさは各工事のCO2排出量を表す． 

 

 
図-3 浚渫土量とグラブ浚渫船稼働日数との関係 
図内の球の大きさは各工事のCO2排出量を表す． 

各工事CO2排出量 年度CO2排出量

tCO2 tCO2

1 平成29年度 197

2 平成29年度 225

3 平成30年度 117

4 平成30年度 149

5 令和元年度 171
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図-2はグラブ浚渫船のバケットの容量と船稼働日数

との関係上に，CO2排出量を球の大きさで示している．
これによると，稼働日数が少なくなるほど，CO2排出量
が小さくなることは明確である．しかし，グラブ浚渫船

のバスケット容量については，稼働日に比べCO2排出量
に対する影響は大きくない．例えば，工事2と工事11の
ように，グラブ容量が30 (m3)であっても稼働日数が12日
短くなると，バケット容量が7 (m3)小さな船よりもCO2排
出量が小さくなる．また，工事2と工事9のように，バケ
ット容量が3 (m3)小さくても稼働日数が20日増えること
でCO2排出量は1.7倍になることもある． 

図-3 は各工事における浚渫土量とグラブ浚渫船稼働

日数の関係上に，CO2排出量を球の大きさで示している．
この図では，浚渫船2隻を用いた工事6，7，10はCO2排
出量を足し合わせ，球の表面にパターンをつけて表示し

ている．これによると，浚渫土量が大きくなっても必ず

しもCO2排出量が大きくならないことを示している．む
しろ，稼働日数によりCO2排出量が多くなる傾向にある
ことや，浚渫船隻数を増やすとCO2排出量が増加するこ
とが見て取れる．以上のことから，今後の港湾浚渫工事

におけるCO2排出量の削減を考える場合には，工事に関
わる船の累積稼働日数を減らすことを重点的に考えた方

が良いと思われる．そのためには，工期管理の見直しな

どを行う必要があるが，今回の結果は天候や現場状況な

どを加味していないため，今後はこれらの諸条件を考慮

した上で，CO2削減対策についての検討を行うことが求
められる． 
 
 
4. 結論 

 
本研究では名古屋港を対象に，港湾工事における浚

渫工のグラブ浚渫船の機械稼働によるCO2排出量を，工
事概要にあるグラブ船規格，稼働日数などから算定しそ

の結果の検討をおこなった． 
その結果，名古屋港における近年のグラブ浚渫工機

械稼働のCO2排出量は一工事あたり平均202 (tCO2)であり，
年間では工事数によって大きく異なるが，最大で1522 
(tCO2)となることがわかった．これは，港湾の物流を支
える活動の1.0%であった．それぞれの工事からのCO2排
出量を検討したところ，グラブ浚渫船のグラブ容量によ

るCO2排出量の差に比べ，稼働日数の方が工事あたりの
CO2排出量に影響を与えることが考えられた．また，浚
渫土量よりも稼働日数や浚渫隻数を考慮することがCO2
排出量の削減対策には有効であることも示唆された．た

だ，浚渫を行う現場の状況や天候などにより，工事状況

は大きく異なることが想定されるため，各工事の条件及

び作業実態を考慮した上での考察が今後は望まれる． 
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ESTIMATION OF CO2 EMISSION FROM DREDGING OPERATION 
IN PORT AREA 

 
Yoshitaka MATSUMOTO, Masato TAKEDA, Haruhiko SUMINO  

and Makoto ICHITUBO 
 

Hydrogen and ammonia fuels try to utilize as alternative energy to fossil fuels in the port area because 
the Japanese government furthers the goal of a "Carbon Neutral Port, CNP" in these areas. The first step of 
CNP is the estimation of CO2 emissions from several sections in the port area, but the CO2 emission data 
from the construction operations are limited. This research aims to estimate the CO2 emission of the dredg-
ing operation in the port area, which is one of the primary port management operations. The operation data, 
construction period, grab ship size, operation days, number of ships for operation and others, conducted 
CO2 emissions from the dredging grab ships during four years in Nagoya Port. The average annual CO2 
emission of the dredging operation is 706 (tCO2), and the average CO2 emission from each operational 
period is 202 (tCO2). The operation days and number of ships increase the CO2 emission of each operation. 
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